
 

第８回下請等中小企業の取引条件改善に関する 

関係府省等連絡会議（10/18）における野上内閣 

官房副長官の発言概要（トラック運送業部分） 
 
 
 

１. 臨時国会が開会し、安倍総理大臣からは、所信表明にお

いて、「下請法の運用基準を１３年ぶりに抜本改訂し、取引

条件の改善を進める」ことが表明された。 

 予算委員会でも、世耕経産大臣から「中小企業と大企業

の間でフェアな取引が行われ、アベノミクスの果実が地方

の中小企業に行き渡るようにしていく」旨の答弁がなされ

る等、国会において、下請対策の重要性が言及されている。 

 また、経済財政諮問会議や働き方改革実現会議の場にお

いても、取引条件の改善の重要性について言及されており、

幅広い関係者の間で、対策の重要性が共通認識として広が

りつつある。 
 
 

２．下請等の中小企業は賃上げのための基礎体力が弱いが、

取引条件を改善することによって、下請等中小企業の賃上

げに向けた環境を整えていくことが政府の責務である。 
 
 

３．国土交通省においては、自動車業界の取組を踏まえて、

建設業やトラック運送業においても、自主行動計画の策定

要請や業種別ガイドラインの改訂などを含めて、対策を充

実してほしい。 
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「トラック運送業の適正取引推進のための自主行動計画」の策定について 

 
〈要請理由〉 
○ 第８回下請取引条件改善に関する関係府省等連絡会議における野上官房副長官からの締めくくり発言によるご指示 

 を踏まえ、トラック運送業においても「自主行動計画の策定」に向けた取組について検討を開始。 

 

○ トラック運送業については、荷主との取引だけでなく、下請多層構造など元請と下請における運送事業者間の取引条 

 件の改善に向けた取組みを進めていただくことを目的に、平成２８年１１月２２日（火）、根本国土交通大臣政務官より 

 トラック運送業界団体に対し、今年度内を目処に「トラック運送業の適正取引推進のための自主行動計画」策定の要請 

 を行った。 

 

  【国土交通省】 
  根本 幸典  国土交通省大臣政務官        

  藤井 直樹  国土交通省自動車局長 

  堀家 久靖  国土交通省大臣官房審議官 他 

  【全日本トラック協会】  
（公益社団法人全日本トラック協会物流ネットワーク委員会） 
齋藤  充   日本通運株式会社 代表取締役副社長 

         全日本ﾄﾗｯｸ協会物流ﾈｯﾄﾜｰｸ委員会委員長 

出席者 

植松  満  日本通運株式会社 執行役員 

森 日出男  ヤマト運輸株式会社 取締役常務執行役員 

内田 浩幸  佐川急便株式会社 取締役CSR推進部長 

日比野利夫 西濃運輸株式会社 専務取締役執行役員 

中田  晃  西濃運輸株式会社 執行役員 

山本 浩史  福山通運株式会社 常務執行役員 

赤松  毅  トナミ運輸株式会社 常務取締役 

福本 秀爾  公益社団法人全日本トラック協会理事長 

 

＜ 要請のポイント ＞ 

・アベノミクスを一層加速し、「経済の好循環」の流れをより 

 確かにすることが重要。 

・元請下請における運送事業者間を含め、トラック運送業に 

 おける取引条件の改善は喫緊の課題。 

・また、トラック運送業の下請多層構造にも課題があると認識。 

・元請事業者となる大手運送事業者が率先して取組を進める 

 ことが重要。 

・今年度内を目途に自主行動計画の策定を要請 

・なお、取引条件の改善について、関係省庁を通じ、荷主の 

 方々にも働きかける。 
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・ 仕分け・検品等の附帯作業や荷待ち待機等、運送以外の業務に係る費用については、運賃とは別のものとして契約上明確化 
・ 着荷主側の荷待ち待機に関する費用について、発荷主と着荷主との間で契約上明確化 

 
 
 

トラック運送業の取引条件の改善に向けた荷主への働きかけについて 

 
○ トラック運送業における取引条件の改善に当たっては、荷主への理解と協力が必要不可欠。 

○ このため、根本国土交通大臣政務官から関係省庁に対し、以下の「具体的な取組」を踏まえた取り組みを
進めていただくよう荷主企業に対する働きかけを要請。 

 
・ 運行管理者の選任、最低保有台数の維持、社会保険・労働保険の加入等の法令を遵守しない事業者との取引の禁止 
・ 運送契約締結に当たっては書面化を原則とし、附帯業務や荷待ち待機、高速道路料金等の支払いについても明記 

 

・ 待ち時間、特に着荷主側における荷待ち時間の解消に向けた取組への理解と協力（トラック事業者との面談等による課題の具体的な把
握等） 

・ トラックドライバーの長時間労働の改善に向け、発荷主が中心となって着荷主及びトラック事業者との間で定期的に協議する等、 
 荷主とトラック事業者の協力体制の確立 

 
 
・ 一律○％減の原価低減要請や燃料価格等の変動分が考慮されない価格決定の禁止  
・ トラック運送業者との十分な協議を踏まえた運賃・料金の決定 

 

○ 価格決定方法の適正化 

 ○ コスト負担の適正化 

 ○ 契約の相手方・方法の適正化 

○ 長時間労働の削減 

「具体的な取組例」 

○ １２月１日（木）１５：２０～ 於：農林水産省  国土交通省根本大臣政務官より、農林水産省細田大臣政務官に対し要請 
 
○ １２月６日（火）１０：００～ 於：経済産業省           〃           経済産業省松村副大臣に対し要請 

【関係省庁への協力要請】 
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○取引環境の改善及び長時間労働の抑制に取り組むため、厚生労働省、国土交通省、学識経験者、荷主、事業者
等により構成される「トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会」を中央及び全都道府県に設置。 

 

○労働基準法の改正案において、月60時間超の時間外労働に対する割増賃金率引上げ（25%→50%）の適用
が平成31年4月からとされていることを踏まえ、検討及び好事例の横展開等の取組みを平成30年度中までに
実施。 

 

○平成28年度は、(1)長時間労働削減に向けたパイロット事業 及び (2)適正運賃・料金収受に向けた議論の深化 
を実施予定  

 

○「トラック運送業の生産性向上協議会」と合同開催。 

トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会について 

【学識経験者】 
 野尻 俊明 流通経済大学学長（座長） 
 齊藤  実 神奈川大学経済学部教授 
 松島  茂 東京理科大学大学院イノベーション研究科教授 
【労働組合】 
 平川 則男 日本労働組合総連合会 総合政策局長 
 村上 陽子 日本労働組合総連合会 総合労働局長 
 難波 淳介 全日本運輸産業労働組合連合会 中央執行委員長 
 山口 浩一 全国交通運輸労働組合総連合 中央執行委員長 
【行政】 
 新原 浩朗 内閣府政策統括官（経済財政運営担当） 
 山越 敬一 厚生労働省労働基準局長 
 正田  聡 経済産業省商務流通保安グループ物流企画室長 
 安藤 保彦 中小企業庁事業環境部取引課長 
 藤井 直樹 国土交通省自動車局長  
 川上 泰司 国土交通省総合政策局官房参事官（物流産業） 

 

【荷主】 
 上田 正尚 （一社）日本経済団体連合会 産業政策本部長  
 輪島  忍 （一社）日本経済団体連合会 労働法制本部長 
 栗原  博 日本商工会議所 地域振興部長 
 小林 治彦 日本商工会議所 産業政策第二部長 
 小林  信 全国中小企業団体中央会 事務局次長 
 橋爪 茂久 （公社）日本ロジスティクスシステム協会 専務理事 
 黒川  毅 日本機械輸出組合 国際貿易円滑化委員会委員長 
  一柳 尚成 トヨタ自動車（株） 物流管理部長 
 鈴木 賢司 三菱商事（株） ロジスティクス総括部長 
【トラック運送業】 
 坂本 克己 （公社）全日本トラック協会 副会長 
 千原 武美 （公社）全日本トラック協会 副会長 
 馬渡 雅敏 （公社）全日本トラック協会 副会長 
 山本 慎二 日本通運（株） 業務部長 
 
  ※新原浩朗内閣府政策統括官はトラック運送業の生産性向上 
   協議会の委員のみ  

「トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会」委員 
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「トラック運送における取引環境・労働時間改善地方協議会」における 
平成２８年度パイロット事業（実証実験）の実施集団選定状況 平成28年11月11日現在 

○４７都道府県において対象集団が決定。 

○荷種の内訳は、食料品１１件、農産物７件、紙・パルプ４件、建設資材３件、機械製品３件、飲料２件、鮮魚２件、繊維製品２
件、工業製品２、その他１１件となっており、全国で様々な荷種を扱う。 

  発荷主 運送事業者 着荷主 荷種 
28年度 

協議会開催状
況 

北海道 ○ ○ ○ 鮮魚 ○ 

青森 ○ ○ ○ 農産物 ○ 

岩手 ○ ○ － 木工製品 ○ 

宮城 ○ ○ － 計器 ○ 

秋田 ○ ○ － パルプ・紙 ○ 

山形 ○ ○ ○ 農産物 ○ 

福島 ○ ○ ○ 農産物 ○ 

茨城 ○ ○ － コンクリート製品 ○ 

栃木 ○ ○ － 食料品 ○ 

群馬 ○ ○ － 農産物 ○ 

埼玉 ○ ○ ○ 工業製品  未定 

千葉 ○ ○ － 食料品 ○ 

東京 ○ ○ ○ 紙 ○ 

神奈川 ○ ○ ○ 水道管 ○ 

山梨 ○ ○ ○ 食料品 ○ 

新潟 ○ ○ － 米菓 ○ 

長野 ○ ○ － 食料品 12月１日 

富山 ○ ○ ○ 紙・パルプ ○ 

石川 ○ ○ － 建設資材 ○ 

愛知 ○ ○ － 建設資材 ○ 

静岡 ○ ○ ○ フィルム・シート 
○ 

  ○ ○ － 鮮魚 

岐阜 ○ ○ ○ 食料品 ○ 

三重 ○ ○ － 食料品 ○ 

  発荷主 運送事業者 着荷主 荷種 
28年度 

協議会開催状
況 

福井 ○ ○ － 繊維製品 ○ 

大阪 ○ ○ ○ 食料品 ○ 

京都 ○ ○ ○ 鋼材 ○ 

兵庫 ○ ○ － 機械製品 ○ 

滋賀 ○ ○ ○ 日用品 ○ 

奈良 ○ ○ ○ 機械製品 ○ 

和歌山 ○ ○ ○ 建設資材 ○ 

広島 ○ ○ ○ 機械部品 ○ 

鳥取 ○ ○ ○ 乳製品 ○ 

島根 ○ ○ ○ 
フードサービス機
器 ○ 

岡山 ○ ○ － 飲料 ○ 

山口 ○ ○ ○ 繊維製品 ○ 

徳島 ○ ○ ○ 紙 ○ 

香川 ○ ○ ○ 食料品 未定 

愛媛 ○ ○ ○ 農産物 ○ 

高知 ○ ○ ○ 食料品 ○ 

福岡 ○ ○ ○ 工業製品 ○ 

佐賀 ○ ○ － 食料品 ○ 

長崎 ○ ○ ○ 食料品 ○ 

熊本 ○  ○  －  農産物  ○ 

大分 ○ ○ － 卵 ○ 

宮崎 ○ ○ ○ 農産物 ○ 

鹿児島 ○ ○ － 鶏肉 ○ 

沖縄 ○ ○ ○ 飲料・雑貨 ○ 
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トラック運送に係る取引条件改善に向けた取り組み（ロードマップ） 

28年 
～11月 

 
12月 

29年 
1月 

 
2月 

 
3月 

 
4月 

 
5月 

 
6月 

①自主行動計画 

②荷主への働きかけ 

③交渉しやすい環境づくり 

④法令の運用 

独禁法 

業種別 
ガイドライン 

荷主勧告 

⑤トラック輸送における取引 
 環境・労働時間改善協議会 

⑥運賃・料金検討会 

 自主行動計画策定   
 大手を中心に 
 取組を定着化 

 ドライバーの 
 労働時間の周知 

 不適切事例集の 
 作成 

 不適切事例集の周知 

 業種別ガイドラインへの反映 等   

 ハンドブック作成   
 ハンドブックの周知・ 
 セミナー開催   

 物流特殊指定調査の拡充 
   （荷主調査・トラック事業者調査） 

 （必要に応じて事件処理） 

 パイロット事業 
 実施 

 運用改善検討  仮運用スタート  本格運用開始 

 パイロット事業実施とりまとめ  パイロット事業 
 （２年目） 

下請ガイドラインの 
見直し 

  ガイドライン定着 

 運賃・料金のあり方検討（運賃・料金別建て方策等）  とりまとめ 

根本政務官
から要請 

根本政務官
から働きかけ 

公取への 
情報提供 

  トラック事業に係る 
 ガイドラインの改定   

協議会 

5 


